
 

二
〇
〇
四
年 

―
条
例
案
を
提
案

　

〇
四
年
に
建
設
業
界
等
と
の
懇
談
を
行
い
、

「
一
回
三
十
万
円
を
限
度
に
工
事
総
額
の
十
％

助
成
」
「
介
護
保
険
の
住
宅
改
修
費
や
住
宅
資

金
融
資
制
度
と
の
併
用
も
認
め
る
」
等
の
「
条

例
案
」
を
共
産
党
議
員
団
で
議
案
提
案
し
ま
し

た
。

　

議
案
は
、
民
主
、
自
民
、
公
明
、
市
民
ネ
ッ

ト
等
他
の
全
会
派
の
反
対
で
否
決
。

　 

二
〇
〇
六
年   

―
市
長
に
制
定
求
め
る

　

〇
六
年
は
、
「
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
の
需
要
を

喚
起
し
、
経
済
波
及
効
果
を
生
み
、
厳
し
い
経

営
の
建
設
業
を
支
援
す
る
も
の
」
と
、
市
長
に

早
期
制
定
を
求
め
ま
し
た
。
市
長
は
、
「
具
体

的
な
効
果
を
計
れ
な
い
」
と
答
弁
。

 

二
〇
〇
七
年  

―

　

〇
七
年
に
は
、
党
市
議
団
独
自
の
調
査
で
、

全
国
の
七
十
二
自
治
体
が
条
例
を
制
定
し
、

そ
れ
ら
の
市
町
村
で
は
助
成
額
の
十
五
倍
～

二
十
五
倍
の
工
事
が
地
元
業
者
に
発
注
さ
れ
て

い
る
と
、
早
期
制
定
を
求
め
ま
し
た
。
市
長
は

「
国
の
動
向
を
見
て
」
と
の
答
弁
で
し
た
。

十
五
～
二
十
倍
の
経
済
波
及

効
果
が
あ
る
こ
と
示
し
て

住宅リフォーム促進条例が

成立しました
日
本
共
産
党
が
六
年
間
求
め
て
来
ま
し
た

 

二
〇
〇
八
年 

―

　

〇
八
年
に
は
、
「
内
需
落
込
み
で
建
設
業
の

受
注
が
減
っ
て
い
る
今
こ
そ
、
中
小
企
業
支
援

の
た
め
に
条
例
制
定
が
必
要
」と
求
め
ま
し
た
。

　

市
長
は
、
「
今
あ
る
住
宅
融
資
制
度
で
リ
フ

ォ
ー
ム
の
促
進
を
図
る
」
と
の
答
弁
に
終
始
し

ま
し
た
。

  

二
〇
〇
九
年  

―
市
長
も
前
向
き
な
答
弁
に

　

〇
九
年
に
は
、
市
内
の
住
宅
着
工
減
や
建
設

業
の
倒
産
が
続
い
て
い
る
実
態
を
示
し
て
早
期

制
定
を
求
め
ま
し
た
。
市
長
は
、
「
住
宅
改
修

需
要
の
喚
起
と
関
連
業
種
の
受
注
増
に
効
果
が

あ
る
。
制
度
化
に
対
処
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
」

と
前
向
き
な
答
弁
を
し
ま
し
た
。

「
中
小
企
業
支
援
の
た
め
に

も
」と
強
調　

　
二
〇
〇
九
年
十
一
月
三
十
日
「
住
宅
リ
フ
ォ
ー

ム
促
進
条
例
」
と
し
て
全
議
員
の
共
同
提
案
で
成

立
し
ま
し
た
。

　
条
例
は
、「
環
境
問
題
や
高
齢
化
の
進
行
に
対

応
す
る
た
め
の
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
を
促
進
す
る
た

め
、
市
と
し
て
の
施
策
を
決
め
、
助
成
等
の
財
政

措
置
を
講
ず
る
」
よ
う
求
め
て
い
ま
す

全
議
員
の
議
案
提
案
で

　
　
　
　
　

可
決
成
立
し
ま
し
た

市民の切実な要求の実現を
141項目を市長に予算要望

 日本共産党市議団は、12月18日、上田市長に

2010年度予算への要望書を手渡しました。市民

の切実な要求を141項目にまとめて求めました。

　内容は、市議団のホームページでご覧になれ

ます。
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